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（2025）年には 3,657 万人，2042 年には 3,878 万人になると推計されている。また，65 歳以上の
一人暮らし高齢者は令和 7（2025）年には 750 万世帯（750 万人）で，何らかの認知症の症状のあ
る高齢者は約 700 万人となり，高齢者人口の約 20％を占めると予測されている 1）。





































































































































































































































































*  平成 30（2018）年 4 月〜 5 月末頃
までに少なくとも１カ所





※第 1 回目は麻生区が呼びかけるが，2 回目以降は村井
PTが協議会事務局となり呼びかけを行う。
*  協議会開催は平成 30（2018）年度
は 2 回程度，
平成 30（2018）年 10 月，
平成 31（2019）年 3 月頃




























































平成 30 年 8 月 Ａ自治会エリアを担当する民生委員，地区社会福祉協議会理事，地域包括支援センター職員，自治会長の 4 名でモデル地域に応募するべきか検討が行われた。




平成 30 年 9 月 A自治会役員会にて本研究プロジェクトに応募して見守り活動を推進する専門部会を設立して実施する案が採択された。
平成 30 年 10 月 第 1 回　A自治会見守り活動検討会議開催（正式活動開始）





平成 30 年 8 月 B自治会を担当する民生委員，厚生福祉部会の役員，地域包括支援センター間で話し合いが行われB自治会に必要なプロジェクトであることを確認。
平成 30 年 9 月 B自治会の自治会班長会にて，プロジェクト参加の必要性について説明し，決議にて参加を決定。
平成 30 年 10 月 第 1 回　B自治会地域見守り活動検討会議開催（正式活動開始）
平成 30 年 10 月
〜 12 月
見守りニーズの調査のための全戸アンケート実施を決定。プロジェクト名称を決定，
見守り者を「サポーター」，見守られる方を「メンバー」と呼称することを決定。
Ⅳ．考察
　地域見守り活動を立ち上げるには，関係者間で地域見守り活動に関する具体的なビジョンとフ
レームワークを共有することが重要であり，行政を巻き込み，地域への説明と理解を得るためには
不可欠な要素であった。
　この見守り活動に関して説得力のあるビジョンとフレームワークを構築するためには，地域見守り
活動に精通した経験を持つ人物の知識と地域見守り活動を立ち上げるためのツール類の充実が
必要である。
　専門知識と経験を持った者でさえ，地域見守り活動の立ち上げにはかなりの労力と時間が必要
であるため，地縁団体である自治会や町会のみで自発的に立ち上げるのは困難を極めると考えら
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れる。これが，わが国において担当制の見守り活動がなかなか普及しない大きな要因になってい
ると考えられる。そして，本研究による成果が求められる根拠でもある。
Ⅴ．おわりに
　本研究では，地域見守り活動を立ち上げ，地域見守り活動を推進し，地域見守り活動の有効
化を図ることが目的である。
　今回の研究・実践から，見守り活動の立ち上げをコーディネートする「高齢者見守りコーディネー
タ」の育成は，少子高齢化が進み，地域包括ケアシステムの構築が求められているわが国におい
て重要な取組であると考えられる。
　誰もが住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができる，ご近助力のある地域社会づくりは，
高齢者の孤立・孤独死を防ぐだけでなく，防犯や防災体制の充実，さらにはご近所付きあいの充
実や社会参加の充実による生きがいづくりに寄与し，社会的フレイルの予防につながると期待され
る。
　ゆるやかな見守り活動に比べ担当制の見守り活動は，見守り支援者と見守り対象者との関係が
緊密となり，個人情報を取り扱う場面も多く，見守り対象者への理解と同意を得る手続きなども必要
となるため，見守る側の負担感が高く，地域への波及が進んでいなかった。
　しかしながら，これらの活動を推進する「高齢者見守りコーディネータ」育成のカリキュラム構築と
見守り活動に活用できる各種のツールを開発することで，上記の問題が改善されることが期待され
る。
　本研究プロジェクトが関わったすべてモデル地域（3 地域）において担当制の地域見守り活動が
開始されていることからも，本研究成果が地域見守り活動の立ち上げに活用されることを願う。
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